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 このような中、CBD 第 10回締約国会議（Tenth Meeting of the Conference of the Parties, COP10、
以下、「COP10」と表記、他の回の締約国会議も同様に表記）が、2010 年 10 月 18 日から 29日ま
で名古屋市で開催され、179 の締約国、国際機関、NGO、先住民代表、報道関係者など１万 3,000
人以上が参加した(1)。そこでの課題は、第１に、「2010 年目標」の成果を評価し、これに基づき、




 本稿は、COP10 を中心に分析することにより、CBD の成立、現状、課題を明らかにすること
を目的としている。そのために、１では CBD の成立過程を、２では成立後、COP10 以前の動向
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自然保護連合（International Union for Conservation of Nature and Natural Resources, IUCN）の総会で、
生物多様性を保全する条約の成立をめざすことが決定された。1987 年に、国連環境計画（UNEP）







連環境開発会議、United Nations Conference on Environment and Development, UNCED）」の主要な成







画の作成を義務付けているが(6)、2010 年現在、170 か国が作成している(7)。 
 CBD は、第１条(目的)において、その目的を、「生物の多様性の保全、その構成要素の持続可
能な利用及び遺伝資源の利用から生ずる利益の公正かつ衡平な配分（the conservation of biological 
diversity, the sustainable use of its components and the fair and equitable sharing of the benefits arising 
















































委員会）』を JBA に設置－生物多様性条約第 10 回締約国会議（COP10）名古屋に向けて、バイオ産
業の意見を集約－」（『バイオサイエンスとインダストリー』Vol.67、No.7、2009 年）355 頁。 
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同士国家グループ（Like-Minded Megadiverse Countries, LMMC、以下、「LMMC」と表記）」を結
成した。LMMC は特に生物多様性に富んだ国々で、発展途上国の中でも強硬派として知られて
いる(25)。 
 2002 年５月、COP6（オランダのハーグ）では、上記の CBD の規定を具体化するために、「ボ
ン・ガイドライン(遺伝資源へのアクセスとその利用から生じる利益配分の公正かつ衡平な配分
に関するボン・ガイドライン)」が採択された。これは、CBD の第８条(生息域内保全)(j)項、
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（Prior Informed Consent）と呼ばれる事前同意の仕組みや MAT（Mutually Agreed Terms）と呼ば
れる相互合意条件に関する基準を明確にした(27)。ただし、先進国の反対により、これは締約国
を法的に拘束するものとはならなかった。 
 そこで、COP6 の直後である 2002 年８月から９月に南アフリカのヨハネスブルクで開催され














 2006 年の COP8（ブラジルのクリチバ）の決議 15（2010 年目標のモニタリングの枠組み）で
は、「2010年目標」を評価するための11の目標(goal)、21のターゲット(target)が設定された(31)。
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表１ ターゲットの達成状況 






















































































































































































項 目 内 容 
絶滅の危機 絶滅危惧種をめぐる状況は悪化(特に両生類、サンゴ、植物種) 
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３．日本政府の取組み 










 COP10 では、「戦略計画 2011-2020（愛知目標）（以下、「愛知目標」と記述）」が採択された。
準備の段階で「名古屋目標」と呼ばれていたもので、日本の発案で、「愛知目標」と呼ばれること
になった。愛知目標は、まず、「ビジョン(中長期目標 2050 年)」については、「自然と共生する(living 
in harmony with nature)世界」を掲げ、「2050 年までに、生物多様性が評価され、保全され、回復
され、そして賢明に利用され、それによって生態系サービスが維持され、健全な地球が維持され、
全ての人々に不可欠な恩恵が与えられる」ことが合意された(39)。 
 「ミッション(短期目標 2020 年)」は、第３回「条約実施に関する作業部会(Working Group on 
































立していたが、陸域 17％、海域 10％とした。目標 16 は、ABS 交渉の結果を受けて記述すること
とされていたが、これを受け、2015 年までに名古屋議定書が国内法制度に従って施行・運用され
ることとした。目標 20 では、10 倍の拡大が適切であるかが論点となっていたが、具体的数値は
挙げず、資金動員が顕著に増加すべきとした。なお、2010 年５月の第 14 回科学技術助言補助機
関会合(SBATTA)や WGRI3 の段階で、発展途上国は、資金の確保が合意の前提であるとして文言
全体に留保を求め、認められていた(42)。 










という先進国の立場の対立である。目標 16 と目標 18 は ABS 作業部会とのすり合わせが必要で
あった。目標 20 は資金動員計画のコンタクト・グループとの協議が必要であった(43)。 
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表３ 戦略計画2011‐2020(愛知目標) 
戦略目標 目 標 
１ 遅くとも 2020 年までに、生物多様性の価値と、それを保全し持続可能に利用す
るために可能な行動を、人々が認識する。 
２ 遅くとも 2020 年までに、生物多様性の価値が、国と地方の開発・貧困解消のた
めの戦略及び計画プロセスに統合され、適切な場合には国家勘定、また報告制度に
組み込まれる。 





























































































（出所）UNEP, Report of the Tenth Meeting of the Conference of the Parties to the Convention on Biological 
Diversity, 19 December 2010, pp.115-117（環境省『生物多様性条約第 10 回締約国会議の結果（ハ
イレベルセグメント結果等を含む）について（お知らせ）』、2010 年 11 月、別紙３「条約新戦略
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条 数 内 容 








































（出所）UNEP, op.cit., pp.87-106（環境省『生物多様性条約第 10 回締約国会議の結果（ハイレベルセグメン
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決定を採択した。これに対し、国連総会は、2010 年 12 月、設置を求める決議を採択した(53)。IPBES
は、「気候変動に関する政府間パネル(IPCC)」をモデルとしている。 
 さらに、愛知目標の短期目標を達成するための措置を国連システム全体で推進することをめざ
し、日本政府は 2011 年から 2020 年までの 10 年間を「国連生物多様性の 10 年」にするよう 2010
年５月の WGRI3 に提案し、WGRI3 は COP10 にこれを勧告する決議をした。同年 10月の COP10
は、国連総会へこれを提案すると決議し、国連総会は、同年 12月、「国連生物多様性の 10年」を
採択した(54)。 
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